
 
県債  

 
 地方団体が行う様々な事業に要する経費は、通常、県税、地方交付税等の一般財源や国庫支

出金、使用料、手数料などの特定財源によって賄われています。しかし、大規模な建設事業や

災害復旧事業など一時に多額の経費を要する事業は、通常これらの収入だけでは賄いきれませ

ん。このような場合には、外部から資金を調達（借金）し、年度を超えて返済せざるを得ない

わけですが、これを地方債（県債）と呼んでいます。 

▲地方債のはたらき 地方債には次のようなはたらきがあります。 

 ① 財政負担の年度間調整を図ることができ、計画的な財政運営が可能になる。 

 ② 世代間の負担の公平を図ることができるほか、受益者負担の機能がある。 

 ③ その他、財源不足額の補てん等、応急的な財源補完の機能がある。 

▲地方債の制限 しかし、地方債は、一時的な財源調達手段としては便利なものですが、あく

までも借金であり、将来元金と利息を償還しなければなりません。つまり、住民負担を後年

度に繰延べるにすぎないものでありますので、地方団体が安易に財源調達を地方債に求める

場合には、将来の財政運営を危うくすることになりかねません。このため、地方債を起こす

ことができるのは、原則次の５つの経費に限られています。すなわち、 

  ① 交通事業、水道事業等の公営企業に必要な経費 

  ② 出資金及び貸付金 

  ③ 災害復旧関係事業費 

  ④ 文教施設、厚生施設、土木施設等の公共施設又は公用施設の建設事業費 

  ⑤ 地方債の借換 に要する経費です。 

▲地方債の資金 地方債の資金を借入先別に分類すると政府資金、機構資金、民間資金に大別

されます。政府資金には、財政融資資金、機構資金には、地方公共団体金融機構資金があり

ます。民間資金の主なものには、一般の市中銀行等から調達される銀行等引受資金がありま

す。 

▲地方債の発行 地方債を発行するには、起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の

方法を予算で定め、議会の審議を経ることとなっているほか、総務大臣に協議を行わなけれ

ばなりません。これは、地方債の円滑な発行の確保、地方財源の保障、地方財政の健全性の

確保等を図る観点からとられている措置です。 

 



▲本県の県債発行額の推移 本県の県債発行額の推移は次表のとおりです。平成22年度の一般

会計の県債発行予定額は1,445億5,200万円となっております。 
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▲平成22年度の県債発行予定額の主な内訳       

① 一般会計 

     ・港湾、河川、海岸、空港整備等の一般公共事業                 101 億  3,500万円 

     ・公営住宅建設事業                                              9 億  9,000万円 

     ・公園、道路や県有施設整備などの一般単独事業                 234 億  2,900万円 

     ・地方一般財源の不足に対処するために発行される 

       臨時財政対策債                                              608 億  7,600万円 

     ・地方財源の不足に対処するための暫定処置としての 

       財源対策債                                                160 億  9,500万円 

     ・行政改革による財政の健全化を図るために発行される 

行政改革推進債                                                 40 億 1,500 万円 

     ・職員の退職手当の財源の一部として発行される退職手当債          48 億 円 

 ② 特別会計 

     ・港湾施設整備特別会計外５会計事業                              22 億 3,900万円 

 ③ 企業会計 

     ・交通事業                                                     8 億 1,500万円 




